
別記様式第１号（第６条関係）

年 月 日

（あて先）高山市長

申請者 住 所

氏 名

電 話

高山市結婚新生活支援補助金交付申請書

高山市結婚新生活支援補助金の交付を受けたいので、関係書類を添えて次のとおり申

請します。

１．第３条第１号に規定する世帯（前年度に当補助金の交付を受けていない世帯）

１ 経費

⑴ 住居費

（取得）

支 払 者

支払日（期間）

領収書等記載額（A） 円

⑵ 住居費

（賃借）

支 払 者

支払期間

※①～④のもの

開始 年 月 日

終了 年 月 日

1 賃料・共益費 円

2 敷金 円

3 礼金 円

④ 仲介手数料 円

⑤ 住宅手当

※①～④の支払期間に対
するもの

円

小 計（B） ①＋②＋③＋④－⑤＝ 円

⑶ 引越費用

支 払 者

引 越 年 月 日 年 月 日

支 払 日 年 月 日

領収書等記載額（C） 円

⑷ リフォーム費

用

支 払 者

支払日（期間）

領収書等記載額（D） 円

合計（E） （A）＋（B）＋（C）＋（D）＝ 円



２ 補助申請額
※（E）と上限額（婚姻等の日

における夫婦等の双方の年
齢が 29 歳以下の場合は 60
万円。それ以外の世帯は 30
万円）を比較し低い方。1,000
円未満切捨て

円

２．第３条第２号に規定する世帯（前年度に当補助金の交付を受けた世帯）

１ 経費

⑴ 住居費

（取得）

支 払 者

支払日（期間）

領収書等記載額（A） 円

⑵ 住居費

（賃借）

支 払 者

支払期間
開始 年 月 日

終了 年 月 日

① 賃料・共益費 円

② 住宅手当 円

小 計（B） ①－② 円

⑶ 引越費用

支 払 者

引 越 年 月 日 年 月 日

支 払 日 年 月 日

領収書等記載額（C） 円

⑷ リフォーム費

用

支 払 者

支払日（期間）

領収書等記載額（D） 円

合計（E） （A）＋（B）＋（C）＋（D）＝ 円

２ 前年度に交付を受けた

補助金の額（F）
円

３ 前年度に交付を受けた

補助金の対象経費
住居費（取得）・住居費（賃借）・引越費用・リフォーム費用

４ 前年度の補助上限額（G） 円

５ 今年度の補助上限額（H）（G）－（F）＝ 円

６ 補助申請額
※（E）と（H）を比較し低い方。

1,000 円未満切捨て
円



同意及び確認

※ 該当する項目には○、該

当しない項目には×を記

入

高山市結婚新生活支援補助金

交付申請に係る同意及び確認事項

記載欄

申請者

配偶者

又はパ

ートナ

ー

（1）私は、暴力団員等又は暴力団員等と密接
な関係を有する者ではありません。また、暴

力主義的破壊活動を行う団体等に所属してい
ません。

（2）私は、高山市の市税を滞納していません。

（3）私は、当補助制度（他自治体の結婚新生
活支援事業を含む。）に初めて申し込みます。
※前年度、高山市から当補助金の交付を受け

ている場合を除く

（4）私は、所得証明書が証明する所得が発生

した年の貸与型奨学金の返還に対し、公的制
度による補助を受けていません。

（5）私は、当補助制度の対象経費とする住居

費に対し、公的制度による補助を受けていま
せん。

（6）私は、当補助制度の対象経費とする引越

費用に対し、公的制度による補助を受けてい
ません。

（7）私は、当補助制度の対象経費とするリフ

ォーム費用に対し、公的制度による補助を受
けていません。

（8）私は、（1）～（7）の内容の確認のため、

高山市が私の市税の納入状況並びに奨学金返
還、住居費、引越費用及びリフォーム費用に
対する市の補助制度の利用状況を調査するこ

と並びに必要に応じて、暴力団等との関係に
ついて岐阜県警察本部に照会することを承諾
します。

（9）私は、当補助金の交付決定に係る事務の
ため、高山市が保有している私の個人情報（戸

籍記載事項及び所得）を確認することについ
て同意します。

（注１）この項目に同意された方は、市への提出書類

の一部（婚姻後の戸籍全部事項証明書又は婚姻届受理

証明書、所得証明書）の提出を省略できます。

年 月 日

申請者 氏名（署名）

配偶者又はパートナー 氏名（署名）



添付書類

※該当する書類（必須以外）

にレ点を記入

【必須】

・婚姻後の戸籍全部事項証明書若しくは婚姻届受理証明書又は

岐阜県パートナーシップ宣誓制度実施要綱に規定するパート

ナーシップ宣誓書受領証

・夫婦等の双方の所得証明書（申請時における最新のもの）

「同意及び確認欄」の（9）に同意された場合は、同意された

方に関する上記２つの書類（パートナーシップ宣誓書受領証を

除く。）の提出を省略できます。

前年度に当補助金の交付を受けている場合は、上記２つの書

類の提出を省略できます。

【該当するもの】

□物件の売買契約書又は工事請負契約書等の写し（住居費にお

ける取得の場合）

□物件の新築又は取得年月日がわかる書類（住居費における取

得の場合）※売買契約書等で確認できる場合は、提出の必要

はありません。

□物件の賃貸借契約書の写し（住居費における賃借の場合）

□住宅のリフォームに係る工事請負契約書又は請書の写し（住

宅をリフォームした場合）

□住宅手当支給証明書（別記様式第２号）（住居費における賃

借の場合）

□補助対象経費の領収書等の写し

□貸与型奨学金の返還額がわかる書類（貸与型奨学金を返還し

ている場合）

□市が指定するライフデザイン支援に関する講座等を受講した

ことが確認できる書類

□その他市長が必要と認める書類

前年度に当補助金の交付を受けている場合は、上記の書類の

うち住宅手当支給証明書、補助対象経費の領収書等の写し及び

その他市長が必要と認める書類以外の書類の提出は省略できま

す。


